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研究成果の概要（和文）：本研究では、ドイツ・オーストリア・スイスのドイツ語圏における教育評価の動向
を、とりわけPISA以降の動向を注視して、検討してきた。PISAによって、ドイツ語圏の教育において学力の意味
で使用されていた「Leistung」がコンピテンシー（competency/Kompetenz)にとってかわられていること、コン
ピテンシーに基づいた教育スタンダードの導入によって、ドイツ語圏の教育において中央集権化が進み、画一的
な教育改革が同地域において進行していることが明らかになった。このような動向に対して、教育哲学を主な分
野とする研究者らが、Bildung（陶冶／人格形成）概念の形骸化を批判している。

研究成果の概要（英文）：In this study, we have examined the trends of educational assessment in 
German-speaking countries(Germany, Austria and Switzerland), especially focusing on the trends after
 PISA. The following points are clarified in this study.
１）PISA has replaced the idea of “Leistung”, which was used in the sense of academic ability in 
German-speaking countries, to competency (Kompetenz in German).2)It has become clear that 
centralization of education is progressing by introducing educational standards based on 
competencies.３）In response to these trends, researchers in the field of educational philosophy 
have criticized the tranceformation of the important concept "Bildung".

研究分野：教育方法学　教育評価

キーワード： 教育評価　学力　コンピテンシー　ドイツ　オーストリア

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、PISA以降、ドイツ語圏の学校教育においても学力低下が問題とされ、そのために打ち出された教育政
策や実践を教育評価という視点から検討した。ドイツ語圏における各種改革によってコンピテンシーの浸透、学
力向上政策をめぐる問題などは、日本においても共通している。学力をコンピテンシーあるいは資質・能力とい
った要素に分け、「〇〇することができる」と記述できるような能力定義は容易に数値化され、一面的な能力概
念が学校教育を覆うことになることを批判的に検討することは、日本においてももっと議論する必要がある。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究を開始した当初は、PISAが開始され、10年が経過し、次第に PISAが各国の教育政
策に強い影響力をもたらしつつあった。研究開始当初、ドイツ語圏では子どもたちの学力低下
への対応として、教育スタンダードの導入にみられたようなカリキュラム改革など各種改革が
矢継ぎ早に打ち出された時期であった。PISA 導入によって、教育評価の調査・研究が同地域
において強力に推進されていることの是非を検討することにしたのである。 
 
２．研究の目的 
 
ドイツ語圏は、英米圏と比較すると教育評価後進国と言われている。それが、PISA を契機
に、教育評価に対する研究、実践的研究が必要とされるようになった。本研究は、PISA がド
イツ語圏における教育をどのように変容させたのか、それをとりわけ教育評価の視点から批判
的に検討するものである。この目的は、ドイツ語圏の教育改革の成果と課題を明らかにするだ
けでなく、PISA ショック以降の日本の教育に関する議論に対しても一定の示唆を与えるもの
となる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、歴史・理論研究と実証研究の大きく二つに分けられる。歴史・理論研究では、コ
ンピテンシーといった新しい能力概念が、ドイツ語圏においてどのように受容されたのか、あ
るいはコンピテンシー以前はどのような能力概念が教育学・教育実践現場で使用されていたの
かについて検討する。実証研究では、学校での参与観察、教育関係者（校長・教員・教育委員
会関係者・教育学者）へのインタビューなどを行う。 
 
４．研究成果 
本研究では、ドイツ・オーストリア・スイスのドイツ語圏における教育評価の動向を、とり
わけ PISA 以降の動向を注視して検討してきた。本研究で明らかになったことは以下のとおりで
ある。 
 
（１）PISA によって、ドイツ語圏の教育において学力の意味で使用されていた「Leistung」が
コンピテンシー（competency/Kompetenz)にとってかわられた。Leistung は 1960 年代以降、能
力主義が議論される中で、クラフキらによって教育学に位置づけられた概念であった。しかし、
その定義が多様であることから、より数値化や実証化しやすいコンピテンシーで代替すべきだ
とする心理学研究からの提案がドイツ語圏においても主流を占めるようになってきた。PISA 以
降、世界の教育動向ともいえる「教育の心理学化」である。 
（５．主な発表論文等〔図書〕①④参照） 
 
（２）コンピテンシーに基づいた教育スタンダードの導入によって、ドイツ語圏の教育におい
て中央集権化が進み、画一的な教育改革が同地域において進行している。そのなかには、テス
トにより教育成果を測定しようとする動向がある。そのようなテストは、実施教科、実施回数、
実施学年すべてにおいて増加の傾向が認められる。 
（５．主な発表論文等〔雑誌論文〕①参照） 
 
（３）このような動向に対して、教育哲学を主な分野とする研究者らが、Bildung（陶冶／人格
形成）概念の形骸化を批判している。一方、オーストリアでは、長年にわたり問題となってい
た、分岐型の中等教育制度が一部改善されるなどの改革もあった。 
（５．主な発表論文等〔図書〕①②〔雑誌論文〕③参照） 
 
以上のことから、本研究全体を通しては、次のような成果及び課題が提出できるだろう。す
なわち、PISA 以降、ドイツ語圏の学校教育においても学力低下が問題とされ、そのために打ち
出された教育政策や実践を教育評価という視点から批判的に検討する必要があった。そこで明
らかになったドイツ語圏における各種改革によってコンピテンシーの浸透、学力向上政策をめ
ぐる問題などは、日本においても共通している。学力をコンピテンシーあるいは資質・能力と
いった要素に分け、「〇〇することができる」と記述できるような能力定義は容易に数値化され、
一面的な能力概念が学校教育を覆うことになることを批判的に検討することは、日本において
ももっと議論する必要がある。 
しかし一方で、時代は明らかに「評価」の時代であり、だからこそ、子どもたちの学習の過
程や成果を正しく評価する方法を開発することは今後さらに求められるようになるだろう。そ
のため PISA が契機となった教育評価研究は、ドイツ語圏においては新しい研究領域として認識
されようとしている。加えて、本研究の継続的な課題として、子どもたちの学習の評価だけで
はなく、教育評価の制度的な側面、すなわち学校間接続にも着目する必要があるだろう。とり
わけ、改革の困難な高大接続問題（大学入試あるいは後期中等教育修了資格試験）を、「教育」



評価の問題として引き取っていく必要がある。 
（５．主な発表論文等〔雑誌論文〕④⑤） 
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